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八代市次期総合計画策定に向けた市民アンケート調査結果 Ｈ２８年度実施  

 

八代市の市政や施策に いて 問 10  

問 10. あ 代市 暮 すうえ 満足し い こ 不満 思 い こ こ す

こ 代市 く 対し 重要 思わ 取 組 い

以内 選 回答欄 番号 入し く さい  

７ 行財政 い  

 満足 不満 重要のトップ５ 以下のように ています  

満足  

不満  

重要  

 

  

1位 

2位 

3位 

4位 

5位 

 

市 情報提供 広報紙 ム ジ 充実し い  ···················· 45.9％ 

市民 協働 く 推進さ い  ································ 12.7％ 

友好都市 交流事業 充実し い  ········································ 12.2％ 

共施設 効率的 運営 管理 統廃合や有効活用 推進さ い  ············ 10.4％ 

行政 市民 声 反映さ 機会 広聴活動 充実し い  ··················· 9.0％ 

外部委 や指定管理者制度等 活用さ い  ································· 9.0％ 

1位 

2位 

3位 

4位 

5位 

市職員 意識改革 能力開発 充実し い  ·································· 34.8％ 

行政 市民 声 反映さ 機会 広聴活動 充実し い  ·················· 25.8％ 

共施設 効率的 運営 管理 統廃合や有効活用 推進さ い  ············ 16.4％ 

市民 市政参画 促進さ い  ············································ 14.6％ 

行政評価 推進さ い  ·················································· 11.9％ 

1位 

2位 

3位 

4位 

5位 

市職員 意識改革 能力開発 充実し い  ·································· 35.5％ 

市民 協働 く 推進さ い  ································ 29.0％ 

行政 市民 声 反映さ 機会 広聴活動 充実し い  ·················· 26.8％ 

共施設 効率的 運営 管理 統廃合や有効活用 推進さ い  ············ 22.2％ 

市民 市政参画 促進さ い  ············································ 17.8％ 
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前回アンケ ト調査 Ｈ 年度実施 比較 

 

 

                  

 



 行政サ ビ プン化 ウ ソ ン 等 推進 

 自治体情報 テ ウ 化 拡大 

○民間委託等 推進 

○指定管理者制度等 活用 

○地方独立行政法人制度 活用 

○BPR 手法やICT 活用 業務 見直  

 公営企業 第 セ タ 等 経営健全化 

 地方自治体 政 ネ ン 強化 

○公共施設等総合管理計画 策定 進 

○統一的 基準 地方公会計 整備 進 

○公営企業会計 適用 推進 

 PPP/PFI 拡大 

 定型的業務や庶務業務 含 事務事業全般 わ 民間委託等
推進 観点 改 総点検 実施  

 業務 集約 大くく 化 団体 事務 共同実施 事務 総
量 確保や 様書 詳細化 工夫 行い 委託 能性 検証  

 公 施設 い 指定管理者制度 導入済 施設 含 管理
あ 方 い 検証 行い 効果的 効率的 運営  

 複数施設 一括指定や公募前対話 導入等 参入環境 整備や施設
業務 部 的 導入等 幅広い視点 管理 あ 方 い 検証  

 事務事業 廃 や民間譲渡 能性 検討 自 実施
効率的 効果的 行政サ ビ 提供 場合 活用 検討  

 事務事業全般 渡 BPR 手法 活用 業務フ 見直 や
ICT 活用等 通 業務 効率化  

 特 住民サ ビ 直結 窓口業務 見直 や職員 業務効率向
庶務業務等 内部管理業務 見直 重点的 実施  

 複数団体共同 ウ 化 自治体 ウ コ 削減
業務 担 軽減 業務 共通化 標準化 セキュ テ 水準 向
及び災害 強い基盤構築 観点 そ 積極的 導入 検討  

 情報 テ 形態やコ 現状 い く認識
コ ュ ョン比較等 実施 あわせ 業務 担 軽
減 セキュ テ 向 災害時 業務 性等 い 考慮  

 

 公営企業 い 中長期的 経営計画 あ 経営戦略 策
定 経営基盤強化等 取組 推進 各水道事業及び 水道事業
い 経営比較 析表 作成及び公表 推進  

 第 セ タ い 経営状況等 把握等 努 政的
踏 え 抜本的改革 含 不断 効率化 経営健全化 適
取 組 こ 推進  

 成28 度 長期的視点 立 公共施設等 総合的 計
画的 管理 行う 計画 策定 公共施設等 集
約化 複合化等 踏 込 計画 こ 推進  

 原則 成27～29 度 3 間 固定資産 帳 含 統一的
基準 務書類等 作成 予算編成等 積極的 活用  

 成27～31 度 5 間 水道事業及び簡易水道事業 重点事業
地方公営企業法 全部又 一部 務規定等 適用 公

営企業会計 移行  

 公共施設等運営権制度 積極的導入や公共施設 維持更新 集約化
等へ PPP/PFI手法 導入等 推進 PPP/PFI 導入 地方 政
措置 コ フッテ ン 図  

 公共施設等総合管理計画 策定 通 PPP/PFI 積極的活用 検討
努 固定資産 帳 整備 公表 通 民間事業者
PPP/PFI事業へ 参入 進  

地方行政サービス改革の推進に関する留意事項について 助言通知概要  

○業務改革 推進 民間委託や ウ 化等 各地方自治体 け 取組状況 比較 能 形  

 公表 取組状況 見え 化 実施  

○総務省 い こ 推進状況 い 毎 度フ ップ そ 結果 広く公表  ３



合併後の変化

課題

効果
市の概要

H17：14万人

－ 万人
人口 H27：13万人

財政
H17： 89億円

＋ 億円

基金
貯金

H27：130億円
H17：89.0％

＋ ％

市税
徴収率 H27：94.2％

H17：987億円

－ 億円

市債
借金

H27：897億円

市民意識調査

行政体制
H17：1,330人

－ 人

一般
職員 H27：1,081人

億円

人件費
削減額 H17～H27累計

H16：122人

－ 人

特別職
・議員 H27： 36人

※一般職・常勤特別職 給与及び議
員報酬 合併前 比較 削減
額累計

年齢別
人口

12%

56%

32%

65歳～

15～64歳

～14歳 松高 ＋2.6％
八千把 ＋0.6％
千丁 ＋0.2％
日奈久 －21.5％
泉 －23.7％
坂本 －

26.9％

校区別
人口増減 ･･･

1 窓口サービ
2 道路や上水道等の整備
3 高齢者福祉サービ
4 行政 情報提供
5 防災 体制・対策
6 公共交通 利便性
7 専門職員 サービ
8 公共施設 利便性
9 日常的 買い物環境

10 子育 支援

1 地域の活気・ わい
2 公共料金の負
3 公共交通 利便性
4 コ ュニ
5 日常的 買い物環境
6 補助金・助成金
7 産業振興・雇用対策
8 安心感や期待感
9 地域 ー や知名度

10 地域間 連携・交流

悪
った

良
った

高齢化社会 多様化す 行政ニー への対応

行財政運営の効率化 基盤強化

広域観点か のまちづ

○行政サービ
○高齢者・子育 支援 福祉 充実
○窓口対応や利便性 行政サービ 向上
○市報 ラ オ ンターネッ

情報提供 充実

△公共料金等の負
△介護保険料や下水道料金 公共料金等

上昇傾向し 市民 負 増加

○行政体制
○合併時 特別職や議員定数 大幅削減
○一般職員 削減

○財政
○基金残高 増加し 市債残高 減少
○財政 健全度 測 財政指標 改善

○合併支援措置の活用
○国 合併支援措置 活用
し 広域的観点
ち 必要 計
画策定 幹線道路整備
観光物産施設整備 防災
行政無線整備 実施

△社会資本整備
○学校耐震化 道路や上下
水道整備 進捗

△公共施設 老朽化 伴う
施設更新費用 増大

将来 財政 圧迫
可能性大

△地域の活気・ わい
△市民意識調査 い

人 人 合併後 地
域 活気・ わい
低下し 回答
中心部・周辺部

わ 回答多数

課題 公共料金等の負 増

課題 公共施設等の更新費用増加

課題 地域の活気・ わいの低下

課題 合併後 公共料金等 上昇傾向 あ 市民 負 感 増し い
原因 人口減少や高齢化 負 受益 バラン 変化

課題 合併前 旧市町村 建設し 公共施設 老朽化 進
将来 施設更新費用 財政 圧迫 可能性 高い

原因 公共施設 建設時期 集中
高齢化 社会保障費 増加 伴う建設事業費 減少

公共施設等

年平均

億円

公共施設
更新費用

※現有 公共施設 保有し
場合 見込 今後40年間 更

新費用2,313億円

＋ ％

道路
改良率 H27：50.2 ％

H16：46.9 ％

※H17→H27増減率

課題 合併後 全市的 地域 活気・ わい 低下し い
原因 人口減少 高齢化及び 伴う地域経済規模 縮小

雇用 環境悪化や ッチ 若年層 人口流出
地域コ ュニ 希薄化

今回 検証 通し 整理し 課題 い 主 人口減少や高齢化 若者流
出 起因 し 今後 負 受益 あ 方 検討 公共施設
縮減や複合化 人口減少 適応す 施策 産業振興・雇用対策
人口増加 資す 施策 並行し 取 組 い 必要 あ

合併以来進 住民自治 まちづ 更 推進し 地域コ
ュニ 活性化 地域 活気・ わい 創出 図 必要 あ

合併後 う変わっ ？ 合併 期待され い 効果 う っ ？

検証 見え き 課題 原因 ？

公共料金等

. 倍

介護
保険料 H27：5,800円

H17：4,390円
基準額月額

％

学校
耐震化 H27：100 ％

H18：37.5 ％

. 倍
国保税 H27：84,717円

H17：79,853円
一人当 平均年額

※平均年額＝現年度調定額÷被保険者数

. 倍

下水道
使用料 H27：3,470円

H17：2,790円
月額 20㎥使用 場合

※20㎥使用時 ルケー

住民自治

％

地域
協議会
設置率

H27：21地域
H17： 0地域

％

ｺﾐｭﾆﾃｨ
ｾﾝﾀｰ
設置率

H29：21地域
H17： 0 地域

※全21地域 け コ ュニ
センター 設置率

H29.4現在

※全21地域 け 地域協議会
設置率

○=効果 あ
△=効果 不十分 問題 あ



自治体名 計画名 開始 終了 計画期間 ロ ン 目標 柱 点項目 実施計画 組数

熊 市 第 次行 政改革計画 「6 度 」0 度 5

■目標
将来 わ 持続可能 市政運営 実現

■方針
市民 ニ 対応し 質 高いサ ビ 提供
時代 変化 捉え 効率的 効果的 行政運営 推

進
確固 政基盤 構築

．市民 ニ 対応し 質 高いサ ビ 提供
質 高い区政サ ビ 提供
市民参画 協働 推進
市民サ ビ 改革 充実

．時代 変化 捉え 効率的 効果的 行政運営 推進
経営マネ ント 強化
事務事業 ロベ 見直し
民間活力等 活用
組織運営体制 適正化
人材育成 推進
コンプ ン 徹底

．確固 政基盤 構築
政基盤 強化

総人件費 抑制
公共施設等 最適化
公営企業 改革
外郭団体 改革

71

人 市 第 次行 政改革大綱 「5 度 」「 度 7

総 計画 基 理念 市民 健康 笑顔 暮
達成 目指

. 市民 行政 協働
．感動さ 市政 推進
．持続可能 政運営

23

荒尾市 第 次行 政改革大綱 「「 度 「6 度 5 - -
第5次 策定

水俣市 第 次行 政改革大綱 「6 度 「重 度 4

■推進基 方針
機能 組織 く 組織
行政力 強化 事務
政力 向 務

．機能 組織 く
組織機構 人事管理 適正化
職員 意識改革
人材育成 活用
市民協働 推進
．行政力 強化
将来像 実現 向け 組 推進
事務処理 効率化 標準化
民間活力 有効活用
． 政力 向

政運営 透明化
歳入 確保
歳出 最適化
特別会計 公営企業等 経営健全化

44

自治体 け 行 政改革大綱 体系

5



自治体名 計画名 開始 終了 計画期間 ロ ン 目標 柱 点項目 実施計画 組数

玉名市 第 次行 政改革大綱 「4 度 「8 度 5

■行政改革 基 的 考え方 基 方針
コ ト意識 成果 視 い 企業経営的視点
入 効率的 効果的 予算執行 将来 見据え

持続可能 行 政運営体制 構築
職員 資質 能力 向 市民協働 権型社

会 形成 民間活力 活用推進等 地域 見
運営実施
市庁舎移転 機 し 行政サ ビ 提供方法見直

し 行政サ ビ 選択 集中 適 行政サ ビ
提供

．持続可能 政運営体制 構築
歳入 確保
歳出 削減
地方公営企業等 経営健全化
．自主性 自律性 高い自治体運営 実施
職員 人事評価 定員管理
協働 推進
．適 行政サ ビ 提供
適 行政サ ビ 実施
行政サ ビ 向

20

山鹿市 第 次行 政改革大綱 「」 度 「7 度 5

■行政改革 基 項目
市民 協働推進 市民 利便性 向
成果 視し 簡素 効率的 行政運営
組織機構 人事管理 見直し

．市民 協働推進 市民 利便性 向
市民 行政 協働体制 充実 強化
市民 利便性 向
．成果 視し 簡素 効率的 行政運営
成果 視 行政運営
民間活力 積極的 活用
効率的･効果的 施設運営
第 クタ 経営改革 民営化
情報化 推進
．組織機構 人事管理 見直し
時代 変化 応し 組織機構 構築
人事管理制度 適正化

18

菊池市 第 次行 政改革大綱 「7 度 」1 度 5

総 計画 機能的 行政運営 政基盤 強化
計画的執行 実現
■基 方針
効率的 市民サ ビ 推進
役割 担 基 く市民 協働 推進

や い情報発信 情報 ュ テ 強化
効果的 行 政運営 推進
効果的 組織 構築 人材育成
外郭団体 見直し

．効率的 市民サ ビ 推進
質 高いサ ビ 提供 民間活力 活用
広域行政へ 対応
．役割 担 基 く市民 協働 推進
市民 協働 組 く
． や い情報発信 情報 ュ テ 強化
情報発信力 強化 全性 信頼性 確保
．効果的 行 政運営 推進
公共施設 適正管理 益者 担 適正化
効率的 計画的 政運営 補助金 担金 見直し
．効果的 組織 構築 人材育成
効率的組織体制 確立 組織力 強化
職員 意識改革及び計画的 人材育成
．外郭団体 見直し
第 クタ 等 抜 的改革 推進

20

土市 第８次行 政改革大綱 「8 度 」「 度 5

■基 方針
元気 土市 創 前向 改革

け く将来 見据え 攻
改革

行政 け く 改革
職員 力 伸 し 活 改革

． け く将来 見据え 攻 改革
選 続け 目指し 施策展開

積極的 歳入 確保 持続可能 政運営
新 組 市民利便性 向
．行政 け く 改革
市民 行政 企業関 団体 連携強化
多様 市民ニ へ 対応
．職員 力 伸 し 活 改革
職員 ップ 組織活性化

19
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自治体名 計画名 開始 終了 計画期間 ロ ン 目標 柱 点項目 実施計画 組数

天草市 第 次行 政改革大綱 「8 度 」5 度 8

■ ロ ン
市民 共 歩 行政 あ 方 求
■改革 基
行政 サ ビ 改革
組織機構改革 サ ビ 改革 業務改革
政改革 政健全化

意識改革 職員育成

1-1組織機構改革
組織機構 再編 組織見直し 掌事務 見直し
人事 定員管理 適正化 人事交流 実施

1-「サ ビ 改革
公共施設 見直し 公 施設 見直し 学校規模 配置
適正化 効率保育所 見直し 老人ホ 見直し
公 性 確立 担金 担金 使用料等 適正化

納向 対策連絡会議 活用 滞納処 強化 入 事務
改革 行政区 見直し
1-」業務改革

業務 効率化 行政評価 活用 民間活用 委託 推
進

住民協働 公聴制度 充実 補助金等交付団体 自立
進 審議会等委員 公募 推進
「-1 政健全化

政基盤 強化 点的 効率的 予算編成 実施
公債費 縮減

自主 源 確保 公有 産 売 進 効果的運用 ふ
さ 納税 推進
行政コ ト 削減 物件費 節減 職員給与及び各種手

当 見直し
」-1職員育成

能力開発 人事評価 活用 職員研修 充実 派遣研修
実施
意欲 進 職員提案制度 推進

28

城市 第 次行 政改革大綱 「7 度 」1 度 5

行 政改革 推進 効率的 市民目線 立
健全 く 実現
■基 方針
質 高い行政サ ビ 提供
定し 行 政運営

市民協働 連携

■ 点項目
．効果的 組織 機構 編成
組織機構 体制整備 化
．効率的 事務事業 推進
市行政 備範囲 見直し 窓口サ ビ 等 向 民

間委託等 推進 業務 ＩＣＴ化 効率的 施設運営
．定数管理及び給与 適正化
定数管理適正化 勤務成績 映し 給与制度
． 政 健全化
自主 源 確保 経常経費 抑制 担金 補助金 適

正化 益者 担 適正化 企業会計 特別会計 改革
外郭団体 改革 公共事業 優先度 峻別 点化

．職員 能力開発等 強化
自己研鑽意識及び目的意識 確立 経営感覚 コ ト意

識 確立
．市民 協働し 行政経営 推進
市民 参画 協働 推進 自主自治組織 推進

33
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自治体名 計画名 開始 終了 計画期間 ロ ン 目標 柱 点項目 実施計画 組数

阿蘇市 阿蘇市行 政改革大綱 18 度 「「 度 5 - - -

天草市 第 次行 政改革大綱 「7 度 」0 度 4

■目標
市民目線 行 政改革 持続可能 行政経営
■基 方針

政基盤 経営力 強化
組織力 職引力 向
協働 く 推進

■改革 視点
市民サ ビ 視点
政健全化 視点

組織改革 視点
協働 視点

政基盤 経営力 強化
将来 見据え 政運営 健全化
市有 産 利活用 整理 統廃 再配置
選択 集中 行政サ ビ 事務事業 再構築
経営的支店 立 行政運営

組織力 職引力 向
行政組織 効率化 活性化
人員管理 適正化
職員資質 向

協働 く 推進
市民参画 く 推進
透明性あ 情報提供 市民 情報共有
多様 担い手へ 支援 育成

57

志市 第 期行 政改革大綱 「8 度 」1 度 4

■基 方針
健全 効率的 行政経営
職員 意識改革
協働 く

1 事務事業 見直し
「 行政組織 機構 再編 見直し
」 公共施設管理 民間委託等へ 推進
4 定員管理 給与 適正化
5 効率的 効果的 行 政運営
6 地方公営企業 経営健全化
7  職員 人材育成 能力 向
8 市民等 協働 参画

-
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達成済 未達成
戦略 行政戦略 取組数 → ⇒ ◎ ○ △ 計 →＋⇒＋◎ ○＋△

トップマネ ント機能の強化 1 0 1 0 0 2 2 0

部の機能 役割の強化 0 1 2 1 1 5 3 2

行政評価 テ の定着 1 4 0 1 0 6 5 1

務改善の見直し 2 0 0 0 1 3 2 1

務 業の見直し 1 2 1 6 5 15 4 11

アウトソ ングの見直し 1 2 1 5 9 18 4 14

定員管理の適正化 4 0 0 1 0 5 4 1

窓口サ ビ の充実 2 5 0 1 1 9 7 2

小計 31 小計 32

戦略 財政戦略 取組数 → ⇒ ◎ ○ △ 計 →＋⇒＋◎ ○＋△
基金の増額 2 0 0 0 0 2 2 0

市債の抑制 2 0 0 0 0 2 2 0

自主財源の確保 9 3 4 0 7 23 16 7

市有財産の有効活用 2 0 0 0 0 2 2 0

新たな収入の検討 6 0 0 1 1 8 6 2

歳出の見直し 18 5 1 3 0 27 24 3

小計 52 小計 12

戦略 組織戦略 取組項目 → ⇒ ◎ ○ △ 計 →＋⇒＋◎ ○＋△
簡素 効果的な行政組織の確立 1 0 1 0 1 3 2 1

市長部局 教育委員会の役割分担の見直し 0 0 2 0 3 5 2 3

支所の見直し 0 0 0 1 0 1 0 1

小計 4 小計 5

戦略 人材戦略 取組項目 → ⇒ ◎ ○ △ 計 →＋⇒＋◎ ○＋△
職場環境の見直し 6 1 0 0 0 7 7 0

職場研修の充実 7 0 1 0 0 8 8 0

人 制度の整備 4 2 0 2 2 10 6 4

小計 21 小計 4

戦略 協働戦略 取組項目 → ⇒ ◎ ○ △ 計 →＋⇒＋◎ ○＋△
情報公開の推進 7 6 0 0 0 13 13 0

市から地域への権限 財源の移譲 0 1 4 2 1 8 5 3

等の支援 2 0 1 0 1 4 3 1

小計 21 小計 4

記号の説明 → 計画前から し 推進 ⇒ 実施 達成後引き き推進 ◎ 実施 達成 終了 ○ 一部実施 試行 △ 調査 検討 準備

第 次行財政改革大綱戦略別進捗状況 戦略別 H 8. . 時点
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